
工事情報共有システム活用の試行要領（営繕工事） 

京都府建設交通部営繕課 

（趣旨） 
第１条 この要領は、京都府が発注する営繕工事において、ＡＳＰ方式の工事情報共有システ
ムの活用により、更なる受発注者間の業務効率化及び書類の簡素化を図るため、必要な事項
を定めたものである。 

 
（システム利用により共有する書類） 
第２条 「工事打合簿（指示･協議･承諾）」及び「工事報告書」とする。 
 
（使用要件） 
第３条 （国土交通省）「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件 2019
年版 営繕工事編」を満たす工事情報共有システムを使用する。 

 
（工事情報共有システム） 
第４条 試行において使用する工事情報共有システムは、以下のシステム事業者の中から受注
者が選択することとする。当該システム利用登録や利用料支払等の手続きは、受注者とシス
テム事業者とが直接行うこととする。 

(株)アイサス、(株)建設システム、川田テクノシステム(株)、 
(株)建設総合サービス、日本電気(株)、(株)ビーイング、(株)現場サポート 
※記載の７社は、第３条の使用要件を満たすシステム事業者である。 

 
（システム利用料） 
第５条 工事情報共有システムの利用に関する費用(登録料及び利用料）は、当初契約に含ま
れていないため、試行対象工事で工事情報共有システムの利用を認めた工事については、当
該工事の契約後に共通仮設費へ計上し設計変更で対応する。 

  
（工事成績評定での加点） 
第６条 工事情報共有システムを利用した工事については、工事成績評定の創意工夫（主任監
督員）において、１点加点する。 

 
（システム利用に関するアンケート） 
第７条 工事情報共有システムを利用した工事については、受注者（主任技術者等）及び発注
者（監督職員）がそれぞれアンケート調査に回答し、工事完成後すみやかに営繕課建設設備
管理係に提出することとする。 

 
（設計図書等への明示） 
第８条 試行対象工事は、現場説明書において、以下のとおり記載することとする。 



工事情報共有システムについて 
工事情報共有システムとは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有すること

により業務効率化を実現するシステムのことをいう。 
工事情報共有システムを用いて作成及び提出を行った工事関係図書については、別途紙に出

力して提出しないものとし、署名又は押印がなくても書面として有効とする。 
受注者がＡＳＰ方式の工事情報共有システムの利用を希望する場合は、発注者と協議し、発

注者の指示に基づき当該システムを利用することが出来る。 
(1) 工事情報共有システムにより共有する工事書類は、「工事打合簿」と「工事報告書」と
する。 

(2) 使用する工事情報共有システムは、以下のシステム事業者の中から受注者が選択する。 
(株)アイサス、(株)建設システム、川田テクノシステム(株)、 
(株)建設総合サービス、日本電気(株)、(株)ビーイング、(株)現場サポート 
※記載の７社は、（国土交通省）「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機
能要件 2019年版 営繕工事編」を満たすシステム事業者である。 

(3) 工事情報共有システムの利用に関する費用（登録料及び利用料）は、当初契約に含まれ
ていないため、試行対象工事で工事情報共有システムの利用を認めた工事については、当該
工事の契約後に共通仮設費へ計上し設計変更で対応する。当該システム利用登録や利用料支
払等の手続きは、受注者とシステム事業者とが直接行うこととする。 

(4) 工事情報共有システムを利用した工事については、工事成績評定の創意工夫において加
点対象とする。 

(5) 工事完成時に、工事情報共有システム利用に関するアンケートを提出すること。 
 
２ 試行対象工事以外の工事で、受注者がＡＳＰ方式の工事情報共有システムの利用を希望す
る場合は、発注者と協議し、発注者が承諾した場合に当該システムを利用することが出来
る。発注者が承諾する際の工事打合簿には、以下のとおり記載することとする。 

 
（補足） 
第９条 この要領に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定
める。 

 
附 則 

この要領は、令和３年６月１日から施行する。 
      令和４年１１月１日 改定 

      令和５年９月１２日 改定 

工事情報共有システムについて 
工事情報共有システムを用いて作成及び提出を行った工事関係図書については、別途紙に

出力して提出しないものとし、署名又は押印がなくても書面として有効とする。 
(1) 工事情報共有システムにより共有する工事書類は、「工事打合簿」と「工事報告書」
とする。 

(2) 使用する工事情報共有システムは、以下のシステム事業者の中から受注者が選択す
る。 

(株)アイサス、(株)建設システム、川田テクノシステム(株)、 
(株)建設総合サービス、日本電気(株)、(株)ビーイング、(株)現場サポート 
※記載の７社は、（国土交通省）「工事施工中における受発注者間の情報共有システム
機能要件 2019年版 営繕工事編」を満たすシステム事業者である。 

(3) 工事情報共有システムの利用に関する費用（登録料及び利用料）について、発注者は
負担しない。当該システム利用登録や利用料支払等の手続きは、受注者とシステム事業者
とが直接行うこととする。 

(4) 工事情報共有システムを利用した工事については、工事成績評定の創意工夫において
加点対象とする。 

(5) 工事完成時に、工事情報共有システム利用に関するアンケートを提出すること。 


